
 

 

 

救急医療提供体制の 

あり方に関する提言書 

（案） 

 

 

 
栃木県救急医療提供体制のあり方に関する

検討委員会 

 

 



１．はじめに 

少子高齢化の進行に伴い、高齢者を中心とした救急医療の需要は、今後ますます増加すると見込

まれる。特に 2040 年頃までは 75 歳以上の高齢者人口が増加すると予測されており、救急搬送人員

数の増加など、医療ニーズのさらなる増大が懸念される。現在の体制のままでは、地域の救急医療

提供体制が深刻な機能不全に陥るおそれがある。一方で、医師の高齢化や生産年齢人口の減少に伴

い、救急医療に従事する医師や看護師等の医療従事者の確保には限界がある。 

このような状況を踏まえると、救急医療の供給量を無制限に拡大することは現実的ではなく、限

られた医療資源の中で、医療の質と持続可能性を確保することが求められる。 

したがって、救急医療の供給に制約があることを前提に、すべての需要に一律に対応するのでは

なく、「選択と集中」の視点から、現状や課題を踏まえ、真に必要とされる救急医療サービスに対し

て、人的・物的資源を重点的に配分することが重要である。 

そのためには、地域の実情や医療ニーズを的確に把握し、効率的かつ持続可能な救急医療提供体

制の整備を、戦略的かつ着実に推進していく必要があることに加え、救急医療を円滑に機能させて

いくためには、県民や患者の理解と協力が不可欠であることから、３つの今後の目指すべき方向性

を提言する。 

 

＜今後の目指すべき方向性＞ 

方向性①：救急医療・救急車の適正利用に向けた県民等の理解促進と行動変容の実現 

方向性②：救急患者の受入体制及び医療機関間の連携体制の強化（転退院の体制を含む） 

方向性③：救急医療に関わる医師及び看護師の確保・育成等の取組強化 
 
 

２．方向性を踏まえた具体的な取組 

  検討委員会における議論を踏まえ、３つの方向性に対応する 11 の具体的取組を提言する。 

今後の目指すべ

き方向性 
具体的な取組 取組主体 

方向性① 

救急医療・救急

車の適正利用に

向けた県民等の

理解促進と行動

変容の実現 

１ 救急医療やＡＣＰに関する県内関係者を巻き込んだ一
体的な普及啓発 

県、市町、消防、医師会、医
療機関、民間企業 

２ 人生の最終段階における救急医療を含む医療・ケアの選 
択を支援する人材の育成 

県、市町、医師会 

３ 介護保険施設と医療機関の連携体制の構築 介護保険施設、医療機関 

４ 軽症の救急搬送患者からの選定療養費の徴収の検討 
県、消防、医師会、選定療養

費を徴収可能な医療機関 

方向性② 

救急患者の受入

体制及び医療機

関間の連携体制

の強化（転退院

の体制を含む） 

受 入 体 制

の強化 

５ 救急搬送患者の受入に対するインセンテ
ィブ制度の再構築 

県、市町 

６ 高度救命救急センターの設置に向けた取 
組の推進 

県、３次救急医療機関 

７ 各地域の関係者による検討（１次救急・ 
２次救急・高齢者救急） 

県、市町、消防、医師会、 
２次救急医療機関 

連 携 体 制

の強化 

８ 救急患者受入コーディネーター（仮称） 
の配置 

県、３次救急医療機関 

９ ２次・３次救急医療機関間及び医療機関内
における情報共有ツールの整備 

県、医師会、 
２次・３次救急医療機関 

10 下り転院を受け入れる医療機関への適切 
なインセンティブの付与 

県 



方向性③ 

救急医療に関わ

る医師及び看護

師の確保・育成

等の取組強化 

11 救急医療に関わる医師及び看護師の確保・育成・定着の 

取組強化 

県、医師会、 

２次・３次救急医療機関 

  

＜方向性①に対応する取組＞ 

現在、救急患者が高次の医療機関に集中し、これらの医療機関の負担が大きくなっていることや、

一部では救急医療・救急車の不要不急の利用も見受けられるなど、救急医療や救急車の利用に関連

する課題が生じている。 

  こうした状況の中で、救急医療を持続可能な形で提供していくためには、救急医療機関には１次

（軽症）から３次（重症）までの役割分担があること、救急医療・救急車の適正利用の重要性につ

いて、県民の理解を促進していく必要がある。併せて、 「とちまる救急安心電話相談」（#7119・

#8000）の認知度向上も図っていくことが求められる。 

また、例えば、終末期の高齢者が看取りを迎えた際に、本人が望まない蘇生処置等が行われる事

例もある。人生の最終段階において、本人が望む救急医療を含む医療やケアを受けられるようにす

るためには、ＡＣＰの意義や重要性などについて、県民や高齢者施設の職員等に対する理解を深め

ていく必要がある。 

 

前述のとおり、終末期の高齢者が看取りを迎えた際に、本人の意思に反して家族や施設職員が救

急要請を行い、望まない蘇生処置等が実施されるケースが生じている。  

こうした課題に対しては、患者本人が望む医療やケアについて、あらかじめ考え、家族等と話し

合い、意思を共有しておくことが重要である。しかし、医療の高度化・複雑化が進む中で、患者・

家族等のみで医療・ケアの選択について十分に話し合いを行うことは容易ではない。  

  そのため、【取組１】によるＡＣＰに関する普及啓発に加え、人生の最終段階における救急医療を

含む医療・ケアの選択を支援できる人材を育成し、ＡＣＰの実践を支える体制を整備していくこと

が求められる。 

 

今後も高齢化の進行に伴い、高齢者の救急搬送の増加が見込まれる中、介護保険施設の入所者に

対して、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、医療機関へ相談し、必要に応じて入院等

が可能となる体制の確保が重要である。 

【取組１】（取組主体：県、市町、消防、医師会、医療機関、民間企業） 

救急医療・救急車の適正利用やＡＣＰなどについて、医師会や医療機関、行政機関、民間企業な

どの県内関係者を巻き込んだ一体的な普及啓発に取り組むべきである。 

【取組２】（取組主体：県、市町、医師会） 

患者本人が望む救急医療を受けることができるよう、人生の最終段階における救急医療を含む医

療・ケアの選択を支援できる人材を育成するべきである。 

【取組３】（取組主体：介護保険施設、医療機関） 

介護保険施設の入所者の急変等に適切に対応できるよう、令和６年度介護報酬改定を踏まえ、協

力医療機関との連携体制の強化を図るべきである。 



このため、令和６年度介護報酬改定により義務化された、介護保険施設と協力医療機関との連携

体制の構築については、着実に推進していく必要がある。 

 

軽症患者を含め、高次の医療機関に救急搬送患者が集中し、現場の負担が大きくなる中、今後も

高齢化の進行等に伴い救急搬送人員数の増加が見込まれている。 

このままの状況が続けば、高次の医療機関が重症患者の受入といった本来の役割を果たせなくな

り、救える命が救えなくなるおそれがある。 

  救急医療機関の役割分担に応じた適切な医療を提供するため、三重県松阪市や茨城県では、軽症

の救急搬送患者に対する選定療養費の徴収について、自治体側が主導し、管内の対象病院で統一的

な取組が始まっており、これら先行自治体の取組状況を注視しながら、本県における対応について

検討を進めていく必要がある。 

 

＜方向性②に対応する取組＞ 

  高齢者の救急医療においては、必ずしも高度かつ専門的な治療を要するケースばかりではなく、

多くの患者が幅広い２次救急医療機関での受入が可能である。 

  今後、急速な高齢化に伴い高齢者救急の増加が見込まれる中、限られた医療資源を有効に活用

するためには、これまで救急搬送患者の受入実績が少なかった２次救急医療機関にも、より積極

的な役割を担ってもらうことが重要である。 

  そのためには、従来の救急搬送患者の受入に対するインセンティブ制度を見直し、再構築する

ことで、より多くの２次救急医療機関において救急搬送患者の受入を促進する必要がある。 

 

関東地方で唯一未設置となっている高度救命救急センターについては、救急医療の中心的な役

割を担うとともに、救急医療に従事する若い医師の確保にも寄与することが期待されている。ま

た、県民や関係機関からの設置を求める声が高まっていることを踏まえ、医師の確保や県民・関

係機関の期待に応える観点から、既存の救命救急センターの機能強化やセンター間の連携強化を

図りつつ、本県にふさわしい機能を備えた高度救命救急センターの設置に向けて、具体的な検討・

調整を進めていくことが求められる。 

将来的には、救急医療に従事する医師等の育成や地域への派遣を担う教育研修機能、ならびに

地域における救急医療・災害医療に関する統括機能の整備についても検討を進めていく必要があ

る。 

【取組４】（取組主体：県、消防、医師会、選定療養費を徴収可能な医療機関） 

軽症の救急搬送患者からの選定療養費の徴収について、茨城県等の先行自治体における状況を

注視しながら、本県における対応について検討を進めるべきである。 

【取組５】（取組主体：県、市町） 

より多くの２次救急医療機関において救急搬送患者の受入を促進できるよう、受入に対するイ

ンセンティブ制度の再構築を図るべきである。 

【取組６】（取組主体：県、３次救急医療機関） 

本県にふさわしい機能を備えた高度救命救急センターの設置に向けて、既存の救命救急センター

の機能強化を図るべきである。 



 

休日夜間急患センターや在宅当番医制で診療を担っている郡市医師会の会員数の減少及び高齢化、

救急搬送患者の増加に対して２次救急医療機関の減少が進んでいるなど、地域の救急医療を取り巻

く課題が顕在化している。 

こうした状況を踏まえ、人口や面積、医療資源、交通事情など、各地域の実情に応じた持続可能

な１次・２次救急医療の提供体制を確保するため、今後、地域の関係者間で、以下のような必要な

取組について、早急に検討を進めていく必要がある。 

（例：１次救急の広域化、２次救急医療機関への１次救急機能の併設、オンライン診療体制の整備、

救急患者を受け入れる医療機関と急性期を脱した患者を受け入れる医療機関の役割分担の明確化 

等） 

 

本県の人口 10 万人当たりのＩＣＵ病床数は全国値を下回っており、ＩＣＵ病床の増床には、看護

師をはじめとする医療従事者の確保などが必要であることから、直ちに対応することは困難である

と考えられる。 

このため、まずは現実的な対応として、限られたＩＣＵ病床等の重症患者用病床を有効に活用し

ていくことが重要である。 

そこで、救急患者受入コーディネーター（仮称）を配置し、県内で重症患者が発生した際には、

ＩＣＵ病床等の空き状況や患者の状態等を踏まえ、最適な医療機関で受入が行えるよう、迅速な調

整を図る必要がある。 

 

重症患者を受け入れるためのＩＣＵ等の限られた病床を有効に活用するためには、（８）のコーデ

ィネーターが患者の受入調整を円滑かつ迅速に行うことが不可欠である。 

そのためには、県内で発生した重症患者の情報を正確かつ迅速に把握するとともに、医療機関間

及び医療機関内でのコミュニケーションを円滑に行うことが重要である。 

こうした情報共有と連携を支えるため、患者情報の共有やコミュニケーションの円滑化に資する

情報共有ツールを整備する必要がある。 

 

 

【取組７】（取組主体：県、市町、消防、医師会、２次救急医療機関） 

持続可能な１次・２次救急医療の提供体制の確保に向けては、地域の関係者（県、郡市医師会、

医療機関、市町及び一部事務組合など）による協議を早急に開始し、具体的な検討を進めていく

べきである。 

【取組８】（取組主体：県、３次救急医療機関） 

重症患者を受け入れるためのＩＣＵ病床等の有効活用を図るとともに、重症患者の迅速な受入

を実現するため、救急患者受入コーディネーター（仮称）を配置するべきである。 

【取組９】（取組主体：県、医師会、２次・３次救急医療機関） 

【取組８】のコーディネーターによる患者の受入調整を円滑かつ迅速に行うためには、医療機関

間及び医療機関内での患者情報の共有やコミュニケーションの円滑化に資する情報共有ツール

を整備するべきである。 



救急医療機関に搬送された患者の転退院が円滑に進まず、救急患者を受け入れるための病床を長

期間使用される、いわゆる「出口の問題」が生じている。 

このような状況を改善し、救急患者の円滑な転院を一層促進するためには、転院元の医療機関が

算定可能である「救急患者連携搬送料」に加え、転院先の医療機関にも適切なインセンティブを付

与する仕組みの導入が求められる。 

 

＜方向性③に対応する取組＞ 

２次・３次救急医療機関においては、救急医療を担う医師や看護師の不足に加え、高度かつ専門

的な医療に対応できる医師・看護師の確保など、医療人材確保に関する課題が多岐にわたっている。 

こうした課題に対応するためには、当面必要な医師・看護師を確保し、現在の救急医療提供体制

を維持するとともに、高齢者を中心とした救急搬送の増加など、将来的な医療需要の変化を見据え、

現役世代から将来世代に至るまでを対象とした多角的な人材確保策を一層強化していく必要がある。 

【取組 10】（取組主体：県） 

救急医療機関における空床の確保を図るためには、入院患者の円滑な転院を一層促進する必要

があり、そのためには、下り転院を受け入れる医療機関に対して、適切なインセンティブを付与

する仕組みを導入すべきである。 

【取組 11】（取組主体：県、医師会、２次・３次救急医療機関） 

救急医療提供体制を支える診療科の医師及び看護師の確保・育成・定着に向けては、県による取

組の一層の強化を図るべきである。 




